　避難勧告等の判断・伝達マニュアルのポイント
企画防災課

近年、世界的に異常な気象現象が頻発し、どこかの町で災害が発生して甚大な被害をもたらしている。佐用町では平成21年の台風第9号災害において、避難勧告等のタイミングや避難のあり方が最大の課題でありました。平成25年6月21日の災害対策基本法が改正では、同法60条3項「災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、避難のための立退きを行うことによりかえって人の生命又は身体に危険が及ぶおそれがあると認めるときは、市町村長は、必要と認める地域の居住者等に対し、屋内での待避その他の屋内における避難のための安全確保に関する措置を指示することができる。」が追加され、垂直避難の考え方が示された。これらのことを踏まえ、町では的確・迅速に避難情報を発信するため、避難勧告等の発令マニュアルを改訂し、より具体的な「避難勧告等の判断・伝達マニュアル」を作成し、平成２６年４月１日から運用を開始しました。


　１　災害対策法の改定（平成２５年６月２１日）及び県地域防災計画の修正（平成２７年）並びに県水防計画の修正（平成２７年度）を踏まえた見直し

　２　町の組織変更に伴う防災体制の変更及び訓練の結果を基に見直し

　３　避難判断・伝達マニュアルの運用開始について

　４　業務継続計画の修正及び受援計画の作成について

　５　町の組織変更に伴う防災体制の変更

　６　各関係機関の名称等の変更



　　避難勧告の伝達文の文例の訂正

　　災害対策基本法の改正で、切迫した災害の危険から逃れるための「指定緊急避難場所」

と、避難生活を送るための「指定避難所」の指定が義務付けられたことによる修正。


　　　重要水防箇所の修正。

　　　指定緊急避難場所及び指定避難所一覧の訂正

　　　警戒すべき区域・箇所の修正


　　　ＣＬ　土砂災害警戒基準線　文言修正
避難勧告等の判断・伝達マニュアルの運用開始について





今回改定全体を通して





避難勧告等の判断・伝達マニュアル改定の主なポイント





避難勧告等の伝達文





指定緊急避難場所





重要水防箇所一覧





指定緊急避難場所及び指定避難所一覧





土砂災害編





避難勧告等の発令の判断基準
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